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調査内容・体制

調査内容

（イ）避難者属性の設定方法等に関する調査検討

（ロ）スプリンクラーの消火効果に関する調査検討

（ハ）可燃性外装の影響を考慮した上階延焼危険検証法に関す
る調査検討

（二）ポリマーセメントモルタルにより断面補修したＲＣ造部材の
防耐火性能に関する実験的検討

体制

調査内容ごとにWGを設置

ポリマーセメントモルタル検討委員会を設置
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（イ）避難者属性の設定方法等に関する調査
検討

【対象】建物用途ごとの自力避難困難者・介助者

【課題】 ・自力避難困難者の人数・困難度の把握
・火災時介助行動（見込み）の把握

【内容】 ・自力避難困難者の想定に関する検討
・介助行動の想定に関する検討
・避難場所のケーススタディ

【成果】自力避難困難者と介助者に関する防災計画に対
応した避難計算法および考え方を提案
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自力避難困難者の想定に関する検討

【目的】建物用途毎の自力避難
困難者数の想定方法の検討

【方法】

①統計・文献資料調査

②自力避難困難者数の想定検
討

③病院等の実火災避難事例調
査

【成果】

○建物用途を

自力避難困難者の少ない施設

自力避難困難者の多い施設

に分類

○自力避難困難者数の想定方
法の提案

自力避難困
難者の割合

自力避難困難
者の少ない

施設

在館者の
想定方法

具体的
用途

自力避難困難
者の多い施設

建物
用途

利用者が
特定可能

座席数等
から

室単位毎に

社会福祉
施設

在館者密度
から

病院

自力避難
困難者の
想定方針

総在館者数
を算定
↓

その中の自
力避難困難
者数を算出

事務所
(本社ﾋﾞﾙ)

工場

集会場

映画館

集合住宅

ホテル

事務所
(ﾃﾅﾝﾄ型)

保育所

展示場

物販店舗

飲食店 要介護度に
基づく想定

病床種別、
診療科、

移送区分に
基づく想定

施設基準に
基づく想定

Presenter
Presentation Notes
（１）自力避難困難者の想定に関する検討では、
建物用途毎の自力避難困難者数の想定方法の検討を目的とした。
方法は、
①自力避難者として、高齢者、障碍者等に関する統計・文献資料調査
②建物用途毎の自力避難困難者数の想定検討
③新聞記事等による病院等における実火災避難事例調査
である。
成果としては、
統計・基礎資料の数値データをもとに、建物用途ごとに自力避難困難者数の想定方法を提案した。
具体的には、建物用途を自力避難困難者の少ない施設と多い施設に分類した。
自力避難困難者の少ない施設では、その用途から、
①利用者が特定できる建物
②座席等から在館者が想定される建物
③室単位毎に在館者が想定できる建物
に分類して在館者数及び自力避難困難者数を推定する方法を提案した。
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介助行動の想定に関する検討

【目的】 建物用途毎の介助者数および介助方法想定の検討

【方法】

①統計・文献資料調査

②介助者数の想定方法の検討

③階段降下介助避難実験

【成果】

○建物用途毎の介助者数想定方法を提案

○自力避難困難者の階段降下介助避難方法の把握

Presenter
Presentation Notes
（２）介助行動の想定に関する検討では、
目的として
　建物用途毎の介助者数および介助方法想定の検討を行なった。
方法は、
建物用途毎に介助可能な在館者を設定した。具体的には、建物の従業員、管理スタッフや運営者などで、病院における看護師、百貨店における店員、劇場・映画館におけるスタッフなどである。
①これら従業員数を推定するための基礎的統計・文献資料調査
②建物用途毎の介助者数の想定方法の検討
をおこなった。
また、
③車いす利用者が高層階から階段を利用して避難する状況を把握するために、階段降下介助避難実験をおこない、その態様を検討した。
成果として、
○建物用途毎の介助者数想定方法を提案
○実験を通して、自力避難困難者である車いす利用者の階段降下介助避難方法の検討
を行なった。
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【目的】 在館者が安全に滞在でき
る建物内外の避難場所を安全性
のレベル別に設定

【方法】

①安全性のレベルからみた避難場
所の定義

②各避難場所の要求要件の整理

③防災計画上避難場所に特徴の
ある事例調査

【成果】

○最終避難場所、準最終避難場
所を定義し、求められる安全基準
の要件を整理・提案

○具体的な準最終避難場所実例
の提示

避難場所のケーススタディ

火災階

火災階

中間避難階

断面図 断面図

平面図 平面図

別棟
隣棟ﾌﾞﾛｯｸ

Presenter
Presentation Notes
（３）避難場所のケーススタディでは、
目的として、
在館者が安全に滞在できる建物内外の避難場所を安全性のレベル別に設定し、建物避難の最終的な避難場所に求められる要件を明らかにした。
方法としては、
①安全性のレベルからみた避難場所の定義
②各避難場所の要求要件の整理
③防災計画上避難場所に特徴のある事例調査
である。
具体的には、建物の避難の途中で一時的に避難待機をする中間避難階等の一時避難場所や接続する別棟建物への水平避難などを含む。
成果としては、
○従来、用いられている地上屋外を最終避難場所と定義し、これに準じて長時間安全が確保される準最終避難場所を定義した。
また、準最終避難場所に求められる安全基準の要件を整理・提案した。
○さらに、具体的な準最終避難場所実例を設計事例をもとにして提示した。
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（イ）のまとめ

（１）自力避難者の想定に関する検討

統計データ等から建物用途毎の自力避難困難者の数を推定する
ベースとなる資料の収集と、想定方法の試案を提示

（２）介助行動の想定に関する検討

統計データ等から、建物用途毎の介助者の数を推定するベースと
なる資料の収集と、想定方法の試案を提示

（３）避難場所のケーススタディ

避難場所として、避難階に設定される従来の避難場所を最終避難
場所とし、そこに至らずとも、安全性を確保できる準最終避難場
所を設定し、そのあり方を検討
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（ロ）スプリンクラーの消火効果に関する調査
検討

【対象】スプリンクラー（SP）およびSPを設置した室など

【課題】火災安全設計・評価に関わるSP消火効果の把握

【内容】 ・火災安全設計・評価におけるSPの考え方の整理
・避難安全性能に対するSP効果の検討
・耐火性能に対するSP効果の検討

【成果】SPを考慮した検証法の構築に資する基礎資料
（検証法の基本的な考え方等） を作成
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スプリンクラー設備（SP）の考え方

①SPに関する現行規定の整理、②SPの作動条件に関する検討
③SP作動後の可燃物の発熱速度に関する検討
④SPの有無による焼損床面積、SPの作動信頼性等に関する文献調査

・可燃物の燃焼の
抑制あるいは消火

・火炎から区画部材
への輻射熱の低減

・区画内温度の低下
による対流熱の低減

・区画部材の冷却

SPの効果



99

避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討

（１）スプリンクラー設備の
効果（火災統計）→表1

（２）避難安全設計上の課
題の整理

（３）スプリンクラー設備が
設置された空間の設計
火源に関わる検討→図1

（４）スプリンクラー設備作
動環境下の発熱速度お
よび煙流動性状に関す
る検討

（５）スプリンクラー設備を
考慮した火災リスク評
価（ケーススタディ）

表1 焼損床面積（㎡）の統計値(1998～2005）

図1 設計火源の分類と生起確率（物販系）

Presenter
Presentation Notes
避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討について説明します。
ここでは、火災統計に基づきスプリンクラー設備の効果、設計上の課題の整理、設計火源に関わる検討、発熱速度および煙流動性状に関する検討、火災リスク評価の５項目について検討を行いました。
表１は、１番の検討により得られた成果の一例として、1998年から2005年までの火災報告データからスプリンクラー設備の作動の有無と焼損床面積に関する調査結果を示しています。物販系および事務系用途ではスプリンクラーが作動すると焼損床面積が1/10程度に低減することが明らかとなりました。一方、住居系では３割程度の低減にとどまることが分かりました。
図1は、３番の検討成果の一例として、スプリンクラー設備が設置されている場合の設計火源の分類と各分岐点の分岐確率を調査した結果を示しています。スプリンクラー設備の作動の有無、消火および抑制の成否に基づき設計火源を４パターンに分類し、さらにそれぞれの生起確率を算出した点が特徴です。
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耐火性能に対するスプリンクラー効果の検討

（１）SPを考慮できる条件の
整理

（２）散水設備による外力低
減効果（文献調査）→図1

（３）SPによる外力低減効
果(解析的検討）→図2

図1 鋼板への熱流束

□建築物の規模・・・全館避難が可能

（SP不作動時耐火時間、SP設計作動時間内）

□地震時・・・層間変形角が損傷限界以下
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図2 ＳＰの作動を考慮したF.O発生時間

Presenter
Presentation Notes
避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討について説明します。
ここでは、火災統計に基づきスプリンクラー設備の効果、設計上の課題の整理、設計火源に関わる検討、発熱速度および煙流動性状に関する検討、火災リスク評価の５項目について検討を行いました。
表１は、１番の検討により得られた成果の一例として、1998年から2005年までの火災報告データからスプリンクラー設備の作動の有無と焼損床面積に関する調査結果を示しています。物販系および事務系用途ではスプリンクラーが作動すると焼損床面積が1/10程度に低減することが明らかとなりました。一方、住居系では３割程度の低減にとどまることが分かりました。
図1は、３番の検討成果の一例として、スプリンクラー設備が設置されている場合の設計火源の分類と各分岐点の分岐確率を調査した結果を示しています。スプリンクラー設備の作動の有無、消火および抑制の成否に基づき設計火源を４パターンに分類し、さらにそれぞれの生起確率を算出した点が特徴です。
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（１）スプリンクラー設備の考え方
①SPを考慮した火災安全設計と評価フレーム・リスクに対する考
え方を整理

②SPの作動条件、作動時発熱速度について定量的に把握

（２）避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討
SPを考慮した性能的避難安全設計、SPと設計火源、SP作動下の
煙流動性状などについて整理

（３）耐火性能に対するスプリンクラー効果の検討
建築物の要求耐火性能、SP等を考慮できる条件、防火区画とSPの
関係、SPの作動確率と部材の崩壊温度などの検討成果

（ロ）のまとめ

Presenter
Presentation Notes
スプリンクラーの消火効果に関する調査検討に関するまとめですが
スプリンクラー設備の考え方では、スプリンクラー設備作動時の可燃物の発熱速度について既往の実験データ等を収集し整理しました。
また、スプリンクラー設備およびそれ以外の作動信頼性について整理し、火災統計では、スプリンクラー設備作動時の焼損床面積および避難不能者数について整理をおこない知見を得ることができました。

避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討では、スプリンクラー設備を考慮した性能的火災安全設計について整理し、避難安全設計上の課題および設計に適用する際の基本フレームについて整理しました。また、スプリンクラー設備作動時の発熱速度シナリオの分類方法とその判別方法、確率論を併用した告示火災成長率の設定方法を提案しました。さらにスプリンクラー設備作動時の煙層の降下現象を実験的に捉え、その予測法を示しました。スプリンクラー設備を考慮した火災リスク評価では、在館者が煙に曝される危険性に関わる避難リスクおよび焼損床面積に関する焼損リスクを算出し、基準整備の基礎資料となる知見を得ることができました。

耐火性能に対するスプリンクラー効果の検討では、スプリンクラー設備等の効果を考慮できる条件について整理を行い、対象とする建築物の条件を整理しました。
その上で、面積区画とスプリンクラー設備のトレードオフの関係について整理し、さらに主要構造部や防火設備に散水設備を併設することによる耐火性能の向上手法について提案しました。また、スプリンクラー設備作動を考慮した等価火災時間の考え方を整理し、スプリンクラー設備の効果を考慮した部材の崩壊確率について、木造を例としてスプリンクラー設備の作動確率を考慮した部材の崩壊確率の試算結果を示すことができました。
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【対象】スパンドレル

【課題】前年度検討された外壁に可燃物が無い状態での
上階延焼検証法について、外壁の燃焼性状を考
慮した検証法に拡張する。

【内容】開口噴出熱気流を受ける可燃性外装の上方延焼
の検証モデルを提案し、加熱強度や材料物性値を
パラメータとして、延焼範囲の試算を実施。

【成果】外壁の燃焼性状を考慮した上階延焼危険検証法
を提案した。

12

（ハ）可燃性外装の影響を考慮した上階延焼
危険検証法に関する調査検討
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壁面が不燃材料の場合の上階延焼検証手法案

大規模ﾌｧｻｰﾄﾞ試験の実施
（参照データの取得）

（試験体：珪カル板＋ｾﾗﾐｯｸ）

無
次

元
高

さ
（
z/

r o
）

無次元温度（Θ）
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壁面が可燃性材料の場合の上階延焼検証

計算の手順とモデルのイメージ

開口噴出熱気流による 

各要素への入射熱qpの算定 

外壁燃焼による壁面火炎からの

各要素への入射熱qfの算定 

qp+qfを入射熱流束とする 

各要素の壁表面温度の算出 

計算開始 

計算終了 

各要素の着火の判定 

計算時間＝ 

計算終了時間？ 

no 

yes 

計
算

対
象

範
囲

 

開
口

上
方

1
0
m

 

計算要素 

 縦幅0.1m 

 総要素数100 

 表面温度を計算

開口噴出熱気流に

よる入射熱qp 

外壁燃焼による 

壁面火炎からの 

入射熱qf 

着火後の要素

(火災室) 
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噴出気流と外壁燃焼による入射をﾓﾃﾞﾙ化した上階延焼検証

計算結果の一例

入力条件

許
容

延
焼

速
度

因
子

b c
ri

b1

延
焼

範
囲

(m
)

許容延焼範囲Hcri (m)

算定方法の異な
る延焼速度因子
の適用性を検討

許容延焼範囲：開口上端を基点とする範囲、上階延焼・隣棟延焼などの観点から決定する
許容延焼速度因子：許容延焼範囲を超えないための延焼速度因子
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16

具体的な外壁事例と上階延焼検証法の課題

外壁事例 検証法の課題

カーテン・ウォール 屋内外加熱に対するスパンドレル部の取扱い

外断熱工法 開口部端部処理・通気層・延焼遮断帯等が燃焼性状に及ぼす影響、
断熱材の溶融や下方向延焼による火災拡大

サンドイッチパネル パネル端部から噴出した可燃性ガスや火炎による目地部を介した
隣接パネルへの延焼や、鋼板の脱落等

木材ファサード 溝が存在する等複雑な形状の場合、経年劣化による物性変化の影
響等

ダブルスキン ダブルスキンを形成する空間の厚さ、内部の換気条件等による噴
出熱気流の性状変化、層間区画の有無の影響

壁面緑化 壁面に植わった状態での植物の燃焼発熱性状の把握
壁面から離れた位置に巻きつる型の植物
植物が枯れて乾燥した状態となった場合

壁面ミスト噴霧 ミスト噴霧によって、火災によるガラスの脱落時間遅延
ガラス脱落後の開口噴出気流の温度低減効果の扱い等
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（１）内外装火炎伝搬に関する調査

既往の実験結果や研究資料を収集し、計算方法の検討に用いるた
めの基礎データ等として整理

（２）上階延焼評価検証に係る計算方法

①開口上部壁面への入射熱に基づく、可燃性外装の燃焼も含んだ
計算方法を提示

②検証案について、対象となる可燃性外装の物性値を変数とした
計算結果から、妥当性と今後の課題を整理

（３）外壁の事例調査

開口部を有する外壁、可燃性外装、ダブルスキン、環境を配慮し
た外装等の事例を収集し、これらの外壁に関する性能試験法と検
証方法の現状と課題を整理

（ハ）のまとめ

Presenter
Presentation Notes
スプリンクラーの消火効果に関する調査検討に関するまとめですが
スプリンクラー設備の考え方では、スプリンクラー設備作動時の可燃物の発熱速度について既往の実験データ等を収集し整理しました。
また、スプリンクラー設備およびそれ以外の作動信頼性について整理し、火災統計では、スプリンクラー設備作動時の焼損床面積および避難不能者数について整理をおこない知見を得ることができました。

避難安全性能に対するスプリンクラー効果の検討では、スプリンクラー設備を考慮した性能的火災安全設計について整理し、避難安全設計上の課題および設計に適用する際の基本フレームについて整理しました。また、スプリンクラー設備作動時の発熱速度シナリオの分類方法とその判別方法、確率論を併用した告示火災成長率の設定方法を提案しました。さらにスプリンクラー設備作動時の煙層の降下現象を実験的に捉え、その予測法を示しました。スプリンクラー設備を考慮した火災リスク評価では、在館者が煙に曝される危険性に関わる避難リスクおよび焼損床面積に関する焼損リスクを算出し、基準整備の基礎資料となる知見を得ることができました。

耐火性能に対するスプリンクラー効果の検討では、スプリンクラー設備等の効果を考慮できる条件について整理を行い、対象とする建築物の条件を整理しました。
その上で、面積区画とスプリンクラー設備のトレードオフの関係について整理し、さらに主要構造部や防火設備に散水設備を併設することによる耐火性能の向上手法について提案しました。また、スプリンクラー設備作動を考慮した等価火災時間の考え方を整理し、スプリンクラー設備の効果を考慮した部材の崩壊確率について、木造を例としてスプリンクラー設備の作動確率を考慮した部材の崩壊確率の試算結果を示すことができました。



1818

（ニ）ポリマーセメントモルタルにより断面補修した
ＲＣ造部材の防耐火性能に関する実験的検討

【対象】断面補修した柱・壁・床

【課題】ポリマーセメントモルタル補修部材の耐火性能に関
する性能検証方法構築に資する基本データの収集

【内容】PCM素材レベルの検討，平成22年度製作のPCM
で補修した柱，壁，床試験体の耐火実験

【成果】PCM補修部材の耐火性能の把握
PCM材料・部材の試験方法・評価方法の提案
耐火構造の性能を満たすPCM補修方法の提案

Presenter
Presentation Notes
●タイトル
　　ポリマーセメントモルタルにより断面補修したＲＣ造部材の防耐火性能に関する実験的検討
●検討体制
ポリマーセメントモルタルを断面補修材に用いるには、常温時の物性・耐久性・施工性や耐火性など、多岐に亘る検討が必要
材料・施工・耐火を専門とする有識者・実務者を集めてポリマーセメントモルタル検討委員会を組織し、検討を行った。
●対象
　　断面補修した柱・壁・床
●目的
　　ポリマーセメントモルタル補修部材の耐火性能に関する性能検証方法構築に資する基本データの収集
●実施内容
　　PCM素材レベルの検討，平成22年度製作のPCMで補修した柱，壁，床試験体の耐火実験
●成果
　PCM補修部材の耐火性能の把握
　PCM材料・部材の試験方法・評価方法の提案　　　　
　耐火構造の性能を満たすPCM補修方法の提案
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性能項目と実施方法

性能項目
火災時にPCMが爆裂しない。 → 材料、部材
火災時にPCMが脱落しない。 → 部材

評価・検討方法

・簡易爆裂評価 → 電気炉加熱
・爆裂メカニズム → TG・DTA分析

・圧縮部材（柱）
・非耐力部材（壁） → 耐火試験
・曲げ部材（床）

■ 材料レベル

■ 部材レベル

Presenter
Presentation Notes
ポリマーセメントモルタルは、熱伝導率の低いポリマーを含んでいるので、コンクリートよりも熱伝導率が低く、火災時にポリマーセメントモルタルが落下などを生じず元位置に留まりさえすれば、ポリマーセメントモルタル断面補修したRC部材の温度を低く抑えることができる。
ただし、セメントに対するポリマー重量比（P/C）が高い場合には、爆裂の可能性があり、また、爆裂しなくても脱落すると、RC造部材・躯体や鉄筋の温度上昇を早め、耐火性能の低下につながる。つまり、耐火構造であるRC造部材に適用するポリマーセメントモルタル補修工法には、
・火災時にポリマーセメントモルタルが爆裂しない。
・火災時にポリマーセメントモルタルが脱落しない。
の性能が必要。

素材レベルの検討では、ポリマーセメントモルタルの爆裂メカニズムについて検討するとともに，ポリマーセメントモルタルの耐爆裂性をできるだけ簡易に評価し、材料開発や補修材料の選定における一次的なスクリーニングに適用できる評価試験の方法について検討を行った。

部材レベルの検討では、ポリマーセメントモルタルで補修した柱試験体、小型壁試験体と床試験体を対象にし，柱試験体と床試験体では荷重を加わる載荷加熱実験によって、メッシュ等による脱落防止工法の効果を把握する。具体的には、柱試験体のポリマーセメントモルタルには圧縮応力、床試験体のポリマーセメントモルタルには引張力が加わる。壁試験体は無載荷の加熱実験とした。これらの耐火実験により、ポリマーセメントモルタルの応力の有無、応力の正負が脱落に与える影響、爆裂に与える影響、留め付け方法がポリマーセメントモルタルの脱落の有無に与える影響を検討する。
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PCM素材レベルの爆裂メカニズム検討，爆裂簡易評価法

• 電気炉加熱：φ5cm×10cmの円柱試験体を800℃の電気炉内に入れ、
20分間炉内に静置し、目視により損傷状況等を確認。

•TG-DTA熱分析： DTA曲線と基線で囲まれた部分の面積が
10℃・℃/mgを超える試料は，爆裂の危険性が高い

電気炉法 TG-DTA熱分析法

爆裂メカニズム：高温時の空隙の閉塞とポリマーの熱分解による各種ガス
の発生による圧力上昇が爆裂の主要因と推測

素材レベルで爆裂の有無を予測する

Presenter
Presentation Notes

●PCM爆裂メカニズム
高温時におけるポリマーセメントモルタルの爆裂現象は、ポリマーセメントモルタルの空隙閉塞とセメントの脱水とポリマーの熱分解によるH2Oガス、COガス，CO2ガスの発生で急激に圧力上昇することが爆裂の主要因と推測

⇒そこで，素材レベルで，爆裂の有無が概ね予測できるだろうとの見通しを得て，素材レベルの爆裂簡易評価法を検討

●電気炉加熱
800℃の電気炉内にφ50×100mmの試験体を静置し、損傷状況を目視により確認する方法によって簡易に評価が可能

●TG-DTA熱分析
ピーク発熱面積で爆裂の可能性を評価
TG-DTA分析は、分析のための装置を必要とするが、その操作は比較的容易
定量的な評価が可能であるため、今後のデータの蓄積により、より詳細な評価が可能となると思われる。

いずれの評価方法についても、現時点では耐火試験における損傷状況を完全に再現できるには至っていないが、材料選定や開発のためのスクリーニング試験としては有効であると思われる。ただし、最終的な評価には、部材を模擬した試験体での確認が必要。
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部材レベルによる耐火性能の把握

柱：２体（□50×330cm）

小型壁：６体
（□110×t12cm）

床：６体
（L430×W200×t15cm）

メッシュによる剥落防止工法

下面全面をPCMで補修

局所的にPCMで補修
0+PCM30mm

10
+

PC
M

30
m

m

Presenter
Presentation Notes

●柱
　メッシュの取り付け方によっては，火災時に脱落するものあり。ステンレスメッシュの設置が脱落防止に有効。ただし，長期許容荷重を加えた状態でISO834による5時間の加熱を行っても，破壊しなかった。

●小型壁
　無載荷で加熱し，メッシュの取り付け方による脱落防止効果を把握。ステンレスワイヤーの設置，ステンレスメッシュの設置が脱落防止に有効。

●床
　メッシュの取り付け方によっては，火災時に脱落するものあり。ステンレスメッシュの設置が脱落防止に有効。ただし，長期許容荷重を加えた状態でISO834による2時間の加熱を行っても，破壊しなかった。
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耐火構造の性能を満たすPCM補修方法の提案
一連の耐火実験を通じて脱落防止効果が確認できた工法

局所的な補修
（補修面積0.25m2以下）

広範囲の補修

適用
部材

RC造の壁、床、梁、柱 RC造の 壁、床、梁、柱

補修材
仕様

爆裂しない材料 爆裂しない材料

補修材
の厚さ

7cmまで 3cmまで

脱落防
止工法

アンカーピン設置
・材料（ステンレス製）

スクリューアンカー
・設置本数の例

50cm×50cmのとき5本
30cm×30cmのとき4本

1.メッシュ＋アンカー
・材料（ステンレス製）

平織金網 or ファインメッシュ、
アンカーピン、ワッシャー

2.ワイヤー設置（PCMに応力が
作用しない場合のみ適用可）
・材料（ステンレス製）

ワイヤー、アンカーピン

Presenter
Presentation Notes
この表は，一連の耐火実験を通じて脱落防止効果が確認できた工法を整理したもの
局所的な補修を行うもの（パッチ当て）と広範囲の補修の，補修規模で，脱落防止工法を整理
50×50ｃｍ程度の局所的な補修範囲であれば，アンカーピンを躯体に打ち込むことで，脱落を防止できる。
広範囲に亘る補修の場合は，ステンレス製メッシュの設置が必要。
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（ニ）のまとめ

（１）材料の実験検討
①耐爆裂性を簡易に評価・予測するために電気炉を用いた爆裂簡
易評価法の提案

②TG-DTA熱分析結果を用いた評価法を提案

※①・②ともに、部材における性状との相関性については、

さらに検討が必要

（２）部材の実験検討
①PCM 補修した柱・壁・床の耐火実験により、PCMの性状等を把握

②剥落防止に有効な工法を把握

③評価法：PCMの爆裂の有無は壁試験体の加熱実験、剥落防止工法
の効果は部材の載荷加熱実験で把握することが必要

Presenter
Presentation Notes
ここは，特に説明不要かと思い割愛します。
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